
1．緒言

近年、社会福祉法人は厳しい批判を受けてい
る1）。2000年の社会福祉基礎構造改革以降、多様
な経営主体の福祉参加により他の経営主体と同様
の事業のみを実施するだけでは、社会福祉法人の
存在意義が理解されにくくなっている［全国社会
福祉協議会，2015 b］。さらに社会福祉法人の公
共性に対する批判も生じている。2006年の公益
法人制度改革により、新たに創設された公益社団
・財団法人は公益性の高い法人類型として位置づ
けられることになったが、これは社会福祉法人に
同等以上の公益性・非営利性を要請する下地とな
っている［後藤康文・野田秀孝，2015］。現在、
社会福祉法人はその役割、位置づけを再検討する
時期に来ている。
社会福祉法人の根拠法である社会福祉法につい
て、厚生労働省より第 189回国会（常会）へ「社
会福祉法等の一部を改正する法律案」が提出さ
れ、2015年 7月 31日衆議院にて可決、11月末現
在継続審議中である。この改正にて社会福祉法人
制度の改革が促進される。
社会からの批判を受ける以上、社会福祉法人の
存在意義を示すためには改革が不可欠である。戦
後我が国の福祉を支えてきた社会福祉法人は、措
置委託制度を通して地域のセーフティネットとし
て一定の公共的役割を果たしてきた［村田文世，
2011］。また社会的排除への対応など、現行の仕
組みでは対応しきれていない多様な生活課題に対
応するため、地域福祉をこれからの福祉施策に位

置付けることが必要であり［厚生労働省，2008］、
社会福祉法人の公益性や専門性に社会的期待が高
まっている。
改正される社会福祉法では、経営組織のガバナ
ンス強化や事業運営透明性の確保、地域における
公益的な取組を実施する責務等が明文化される。
また、社会福祉法人会計基準に沿った財務諸表は
社会福祉法が求める財務的アカウンタビリティを
支える。公益的な取組の財源に関しても財務デー
タによる算出が予定される2）。
しかし今回の社会福祉法の改正、及び近年改正
された社会福祉法人会計基準3）によって、社会が
求める社会福祉法人改革は目的を達成することが
できるだろうか。社会福祉法人の公益性の追求で
ある公益活動を財務データのみで説明することは
可能だろうか。村田［2011，ページ：25］によれ
ば、近年の社会福祉法人は自立的経営による費用
極大化と非財務的な社会的責任の遂行という 2つ
の目標を組織内部に抱えることとなったとする。
社会的アカウンタビリティを果たすための情報を
会計は提供することが可能だろうか。
本稿では社会福祉法人改革が目指すこれからの
社会福祉法人のあるべき姿を実現するため、改正
される社会福祉法（以下「改正社会福祉法」とす
る）での定義以外に必要な定義を、今後再改訂が
予想される社会福祉法人会計基準への提言を含め
て検討する。

2．研究の方法

本稿は社会調査の一手法であるドキュメント分
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析（言説分析）を採用する。社会福祉法人制度及
び社会福祉法人会計制度の変遷を整理し法制度か
らの社会福祉法人の本質を確認した上で、社会福
祉法人制度改革に向けた検討会等の報告書より社
会福祉法人の現状課題、方向性、解決策を整理す
る。そして改正社会福祉法と社会福祉法人会計基
準とがこれらの実現対策を包括可能であるか分析
する。
なおこの研究においては法人組織マネジメント
を分析対象とし、個々の業務には触れない。また
人材育成と確保の問題も大きなテーマであるが分
析対象外とする。

3．社会福祉法人制度及び社会福祉法人会
計制度の変遷

戦後の社会福祉法人制度の変遷から社会福祉法
人の本質を確認する。また、会計制度の変遷を併
せて整理することにより、行政側の社会福祉法人
経営に対する認識を明らかにする。会計はアカウ
ンタビリティを果たす役割を担うため、その制度
整備状況に経営への意識が具現すると考えるから
である4）。

（1）第一段階－社会福祉法人制度の確立
戦後、連合国軍最高司令官総司令部（GHQ）

は社会事業について政府の実施責任の確立と民間
への委任委譲を禁止し、1949年に「社会福祉行
政の 6原則5）」を指示した。社会福祉事業法（現
「社会福祉法」）はこれを原型として 1951年に法
制化され、公益性を明らかにし、措置委託を行え
る団体として社会福祉法人が設けられた。
現在においても措置施設は存在するが、政府に
よる「規制と助成」のなかで民間性を失い、自ら
の役割を“公的福祉の代行”という下請け的な範
囲にとどまらせるに至る［村田文世，2011］。設
立の趣旨の「政府の実施責任の確立」は、公私一
体でナショナルミニマムを保障しつつも実施責任
までも委任してはならない、“丸投げ”にはして
はならないことを再認識させる。

（2）第二段階－経理規程準則の制定
社会福祉法人初の会計制度は厚生省より発出さ

れた 1953年の「社会福祉法人の会計要領につい
て（社乙発 32号通知）」（以下「32号通知」とす
る）である。32号通知では収入支出や財政状態
と共に事業成績を明らかにするものとされたが、
その内容は社会福祉法人特有のものではなく、企
業会計原則に準拠するというものであった。実際
の処理方法は不統一であり、一部には会計の内容
が明瞭を欠く等必ずしも妥当でない処理もみられ
たという6）。
そこで、健全な社会福祉施設運営の確保を期す
るため、1976年社会福祉各法による措置費支弁
対象施設等を経営する社会福祉法人の会計処理の
基準として、経理規程準則が定められた7）。これ
により社会福祉法人の会計事務処理が統一される
ことになる。
経理規程準則は消費経済体である社会福祉法人
に通用する会計原則を基本とし、資金収支計算と
財務報告が正確、明瞭に実施できる会計基準とな
った。会計の進歩として、①他の準用ではない社
会福祉法人の実態に沿った会計基準となったこ
と、②基準が統一されたことによる信頼性向上が
挙げられるだろう。しかし長期的な施設経営に不
可欠な減価償却制度が導入されていない。言い換
えれば経営には不可欠な、継続的事業を前提とす
る損益計算は必要とされなかった。すなわち、社
会福祉法人は継続性の確保のための内部留保・自
主的な経営を求められていなかったのである。

（3）第三段階－会計制度の多様化
2000年介護保険法施行と時期を同じくし、社
会福祉法（従来の社会福祉事業法）が公布施行さ
れた。社会福祉事業は措置制度から契約制度に切
り替わっていく。介護保険法に続き、障害者分野
においては 2003年より支援費制度に移行し、障
害者自立支援法が施行された。保育分野において
も 2015年 4月より子ども・子育て関連 3法が施
行され直接契約制度が導入された8）。そして社会
福祉法第 24条に規定する「経営の原則」に対応
するため、2000年に社会福祉法人会計基準（以
下「旧会計基準」とする）が制定された9）。
社会福祉事業が措置制度から契約制度へ転換し
ていくことで、社会福祉法人の担い手である社会
福祉法人への社会からの要請内容も変化した。そ
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れは制定された旧会計基準にも反映されている。
旧会計基準の大きな特徴として、損益計算が導入
され事業活動収支計算書が作成されることが挙げ
られるが、これは社会福祉法人が施設更新時等、
公的補助に依存しすぎず自立することが期待され
ていると解釈できる。利用制度化されたサービス
の利用料収入については施設整備費の償還に充て
ることが認められる等、社会福祉法人の経営弾力
化に向けた政策がとられた［後藤康文・野田秀
孝，2015］ため、減価償却の手続きを通して将来
の施設整備に備えなければならないと考えるが、
独立行政法人福祉医療機構が 2015年 2月 12日に
発表した「2013年度特別養護老人ホームの経営
状況」によると、経常増減差額がマイナスの施設
が 26％に上ることから、政府が期待する施設整
備の備えは停滞していると考える。また措置施設
に関しては経営弾力化が進まず、長期的な内部留
保の確保に対する意識は低いと推測する。
また社会福祉法人が展開する事業は多様である
ことから、多様な事業の成果を測るために各事業
に沿った会計基準が表 1の通り、旧会計基準の他
に存在することとなった。複数の事業を展開する
社会福祉法人においては複数の会計基準を採用す
ることから、法人全体での経営成績や財産状況を
把握することが困難となった。事業に沿った業績

測定尺度は短期的な業績管理には有用であるが、
長期的な法人経営の指針とするには法人全体での
業績管理が必要であるため制度は不十分であった
と考える。

（4）第四段階－会計制度の統一
2011年 7月に社会福祉法人会計基準が改正さ
れた（以下「新会計基準」とする）。新会計基準
では多くの会計手法が導入されたが、これらは企
業会計原則や 2008年に改正した公益法人会計基
準の影響を大きく受けている10）。32号通知につ
いても企業会計原則に準拠したがその背景は異な
る。改正の背景について、「民間非営利法人の健
全な発展は社会の要請であり、社会福祉法人は、
その取り巻く社会経済状況の変化を受け、一層効
率的な法人経営が求められること、また、公的資
金・寄附金等を受け入れていることから、経営実
態をより正確に反映した形で国民と寄付者に説明
する責任があるため、事業の効率性に関する情報
の充実や事業活動状況の透明化が求められる」と
されている11）。社会福祉市場化のもとで企業と互
角に競争できる様に「社会福祉法人の企業化」が
求められ［芝田英昭，2014］、会計基準は営利企
業に係る企業会計原則に近づいたのである12）。
新会計基準は社会福祉法人が行う全ての事業

表 1 社会福祉法人に係る様々な会計基準

事業 原則 運用実態 基準制定

社
会
福
祉
事
業

障害福祉関係施設（授産施
設、就労支援事業を除く）
保育所
その他児童福祉施設
保護施設

全
て
の
社
会
福
祉
法
人
に
会
計
基
準
を
適
用

社会福祉法人会計基準による（措置施設（保育所）の
みを運営している法人は、当分の間、「経理規程準則」
によることができる）

2000年制定

養護老人ホーム
経費老人ホーム

社会福祉法人会計基準による（指定特定施設の場合
は、指導指針が望ましい） 2000年制定

特養等介護保険施設 指導指針が望ましい（会計基準によることができる） 2000年制定
就労支援事業 就労支援会計処理基準による 2006年制定
授産施設 授産施設会計基準による 2001年制定
重症心身障害児施設 病院会計準則による 1983年制定
訪問看護ステーション 訪問看護会計・経理準則による 1995年制定
介護老人保健施設 介護老人保健施設会計・経理準則による 2000年制定
病院・診療所 病院会計準則による 1983年制定

公益事業 社会福祉法人会計基準に準じて行うことが可
収益事業 一般に公正妥当と認められる企業会計の基準を適用

（厚生労働省「社会福祉法人の新会計基準について」を参考に筆者作成）
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（社会福祉事業、公益事業、収益事業）に適用さ
れ、法人全体での財務状況が明らかになる。また
2014年 5月「社会福祉法人の認可について」が
一部改正され、現況報告書及びその添付書類であ
る財務諸表の公表が義務化された。近年ようやく
長期的な法人経営の指針を提供する会計基準が誕
生し、財務的アカウンタビリティが確立したと考
える。

（5）変遷から見る社会福祉法人の本質
今日、自助・共助・公助による地域福祉システ
ムの構築を政策的に進める責務は政府にあるが
［後藤康文・野田秀孝，2015］、社会福祉法人は民
間法人として存在しながら「公私一体」となり社
会福祉事業を担ってきた。2000年の社会福祉基
礎構造改革以降、公費である措置費による運営の
他にサービス提供対価としての収入が発生し、法
人の自主的な経営が求められるようになった。限
られた公費の中で、増加する需要に対応するシス
テムの構築に社会福祉法人は組み込まれる。社会
福祉法人は公費、事業収入、寄附金等複数の財源
から活動する法人である。そして主に公費部分に
関して社会からアカウンタビリティの確立が求め
られ、財務面での義務を支えるよう会計基準は近
年改正が行われたと考える。

4．関係者による現状課題／方向性／解決
策等と改正社会福祉法、新会計基準

（1）分析の対象
関係者が認識する社会福祉法人の現状課題、方
向性、解決策を把握にあたり、表 2に掲げる文献
を分析対象と設定した。社会福祉法人の関係者は
国民、施設利用者やその家族、法人職員等も該当
するが、個々の法人による苦情解決委員会報告書
や市町村社会福祉協議会による住民意識調査報告
書、内閣府による社会意識に関する調査等は存在
するものの社会福祉法人制度そのものに対する意
見を確認できないため、対象を政府、社会福祉法
人主体のみとしている。

（2）改正社会福祉法の内容
福祉サービスの供給体制の整備及び充実を図る
ため、社会福祉法人制度について経営組織のガバ
ナンスの強化、事業運営の透明性の向上等の改革
を進めるとともに、介護人材の確保を推進するた
めの措置、社会福祉施設職員等退職手当共済制度
の見直しの措置が講じられた。本稿では社会福祉
法人制度の改革部分について整理する。
①経営組織のガバナンスの強化
議決機関としての評議員会を必置とし、理事・
理事会に対する牽制機能を付与する。理事会によ

表 2 分析対象

関係者 公表 タイトル
［政府］
厚生労働省社会・
援護局福祉基盤課 2014年 7月 社会福祉法人の在り方について

（社会福祉法人の在り方等に関する検討会最終報告書）
［社会福祉法人］
社会福祉法人全国
社会福祉協議会

全国社会福祉法人
経営者協議会
（全国社会福祉協
議会の内部組織）

2015年 6月 a
2015年 3月 b
2015年 1月 c

2013年12月

2012年10月
2011年 1月
2010年 6月 a

2010年 3月 b

2008年 8月

平成 28年度税制、社会福祉制度・予算に関する要望書
「福祉施設長のあり方に関する検討会」報告書
社会福祉法人制度の見直し検討に関する意見書
社会福祉法人の使命、役割とセーフティネット・社会貢献の活動促進
（平成 25年 12月 5日、内閣府・規制改革会議（第 22回）への提出資料）
新たな福祉課題・生活課題への対応と社会福祉法人の役割に関する検討会報告書
全社協 福祉ビジョン 2011（2010年 12月 27日）
「新しい公共」についての意見
「小規模社会福祉法人経営の活性化に向けて」
（小規模法人経営対策プロジェクトチーム検討状況報告）
社会福祉法人経営の現状と課題
－新たな時代における福祉経営の確立に向けての基礎作業－
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表
3
分
析
結
果

関
係
者

文
献

N
o.

現
状
課
題
／
方
向
性
／
解
決
策
等

改
正
社
会
福
祉
法

新
会
計

基
準
検
討

①
②

③
④

⑤
全
国
社
会
福

祉
協
議
会

［
20

15
a］

1
複
数
の
施
設
経
営
法
人
と
社
協
が
連
携
・
協
力
し
て
取
組
を
行
う
場
合
、
資
金
を
出
し
合
う
こ
と
が
可
能
と
な
る
仕
組
み
の
構
築
が
必
要

A
2
試
行
的
取
組
に
つ
い
て
、
定
款
に
記
載
し
て
い
な
い
事
業
実
施
に
対
す
る
過
度
の
行
政
指
導

○
3
総
合
的
・
横
断
的
な
施
策
展
開
が
可
能
な
地
域
福
祉
財
源
の
構
築
、
確
保

A
4
大
規
模
災
害
時
に
お
け
る
官
民
協
働
に
よ
る
支
援
体
制
の
構
築

Z
［

20
15

b］
5
多
様
な
組
織
形
態
の
参
入
が
進
ん
で
お
り
、
そ
れ
ら
の
主
体
と
同
様
の
事
業
の
み
を
実
施
す
る
だ
け
で
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
存
在
意
義
が
理
解
さ
れ

に
く
い

○

6
社
会
福
祉
基
礎
構
造
改
革
や
介
護
保
険
制
度
の
創
設
、
地
方
分
権
改
革
の
動
き
は
、
社
会
福
祉
法
人
関
係
者
に
対
し
て
変
革
の
み
に
と
ど
ま
ら
な
い

「
再
構
築
」
を
求
め
る
も
の
で
あ
っ
た
が
、
十
分
な
対
応
が
で
き
た
と
は
言
い
難
か
っ
た

○

7
今
問
わ
れ
て
い
る
の
は
個
々
の
社
会
福
祉
事
業
で
は
な
く
、
実
施
主
体
と
し
て
の
社
会
福
祉
法
人
の
あ
り
方
、
法
人
経
営
の
質
で
あ
る

○
F

［
20

15
c］

8
社
会
福
祉
法
人
の
自
主
性
・
自
律
性
の
尊
重
を
基
軸
と
す
べ
き

○
○

F
9
評
議
員
会
の
設
置
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
実
態
を
考
慮
し
た
仕
組
み
と
す
べ
き

○
10
財
務
規
律
は
、
法
人
の
事
業
拡
大
、
再
生
産
を
阻
害
し
な
い
基
準
と
す
べ
き

○
○

11
公
益
活
動
を
阻
害
し
て
い
る
規
制
等
の
撤
廃

Z
厚
生
労
働
省
［

20
14
］

12
地
域
貢
献
に
関
わ
る
先
駆
的
、
開
拓
的
取
組
が
一
部
の
社
会
福
祉
法
人
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
こ
と
や
、
取
組
を
実
施
し
て
い
る
法
人
で
あ
っ
て
も
利
用

者
や
地
域
住
民
か
ら
十
分
な
評
価
を
得
ら
れ
る
よ
う
な
仕
組
み
と
な
っ
て
い
な
い
こ
と
に
よ
り
、
社
会
福
祉
法
人
の
役
割
や
存
在
意
義
が
広
く
認
識
さ

れ
て
い
な
い

○
○

B
、

E

13
社
会
福
祉
法
人
に
つ
い
て
は
財
務
諸
表
等
を
幅
広
く
国
民
一
般
に
公
表
す
る
こ
と
は
義
務
と
さ
れ
て
お
ら
ず
、
自
主
的
に
公
表
し
て
い
る
法
人
は
半
数

程
度

○
○

○

14
社
会
福
祉
法
人
の
組
織
体
制
は
、
他
の
法
人
制
度
と
比
較
し
て
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
確
保
す
る
仕
組
と
し
て
十
分
と
は
言
え
な
く
な
っ
て
い
る
部
分
が
あ
る

○

15
一
部
の
社
会
福
祉
法
人
で
は
、
創
設
者
等
の
理
事
長
が
、
あ
た
か
も
オ
ー
ナ
ー
で
あ
る
か
の
よ
う
に
経
営
を
行
っ
た
り
、
現
実
に
は
私
物
化
と
も
取
ら

れ
か
ね
な
い
運
営
が
行
わ
れ
た
り
し
て
い
る

○

16
い
わ
ゆ
る
内
部
留
保
を
巡
る
議
論
は
、
社
会
福
祉
法
人
が
自
ら
の
経
営
努
力
や
様
々
な
優
遇
措
置
に
よ
っ
て
得
た
原
資
を
も
と
に
社
会
福
祉
事
業
を
充

実
し
た
り
、
社
会
又
は
地
域
に
福
祉
サ
ー
ビ
ス
と
し
て
還
元
し
た
り
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
そ
の
存
在
意
義
が
問
わ
れ
る
と
い
う
点
に
あ
り
、
真
摯
に

受
け
止
め
る
必
要
が
あ
る

○
○

17
低
所
得
で
対
応
の
難
し
い
方
を
積
極
的
に
受
け
止
め
て
い
る
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
（
社
会
福
祉
法
人
）
や
、
生
活
困
窮
者
等
へ
の
対
応
を
実
践
し
て

い
る
社
会
福
祉
法
人
が
一
部
に
と
ど
ま
り
、
社
会
福
祉
法
人
が
株
式
会
社
等
の
他
の
経
営
主
体
と
異
な
る
役
割
を
果
た
し
て
い
る
こ
と
が
地
域
住
民
等

に
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
と
い
う
指
摘

○
○

○
E

18
社
会
福
祉
制
度
の
狭
間
の
ニ
ー
ズ
、
市
場
原
理
で
は
必
ず
し
も
満
た
さ
れ
な
い
ニ
ー
ズ
に
つ
い
て
、
組
織
的
か
つ
継
続
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
主
体
が

必
要
と
さ
れ
て
い
る

○

19
多
く
の
社
会
福
祉
法
人
に
お
い
て
、
非
営
利
法
人
と
し
て
制
度
や
市
場
原
理
で
は
満
た
さ
れ
な
い
ニ
ー
ズ
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
よ
り
も
、
法
令
や

行
政
指
導
に
適
合
す
る
こ
と
に
重
き
を
置
い
た
事
業
運
営
が
な
さ
れ
て
き
た

○

20
社
会
福
祉
基
礎
構
造
改
革
で
は
、
社
会
福
祉
法
人
の
経
営
の
原
則
が
新
た
に
示
さ
れ
る
な
ど
、
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
主
体
的
な
法
人
経
営
が

な
さ
れ
る
よ
う
制
度
改
革
が
行
わ
れ
て
い
る
が
、
そ
れ
が
十
分
浸
透
し
て
い
な
い

○
○

21
社
会
福
祉
法
人
は
、
社
会
福
祉
制
度
と
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
主
体
、
両
方
の
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し
て
い
く
必
要
が
あ
る

○
F

22
措
置
事
業
に
つ
い
て
は
、
そ
の
性
格
上
、
行
政
の
規
制
が
厳
し
く
、
そ
の
資
金
は
行
政
か
ら
の
委
託
費
で
あ
る
た
め
、
契
約
制
度
に
よ
る
事
業
の
よ
う

な
自
由
度
を
確
保
す
る
こ
と
は
難
し
い
面
が
あ
る
が
、
法
人
の
人
的
・
物
的
資
源
を
有
効
に
活
用
し
た
り
、
寄
附
等
の
原
資
を
活
用
し
た
り
す
る
こ
と

で
、
公
益
性
を
前
提
に
、
制
度
で
対
応
し
き
れ
な
い
福
祉
ニ
ー
ズ
に
対
し
て
取
組
を
行
っ
て
い
く
と
い
っ
た
主
体
的
な
変
革
は
必
要

○
○

23
地
域
の
ま
ち
づ
く
り
の
中
核
的
役
割
を
果
た
せ
る
よ
う
、
事
業
運
営
の
内
容
や
新
た
な
事
業
展
開
、
組
織
体
制
な
ど
に
つ
い
て
、
積
極
的
に
利
用
者
、

地
域
住
民
等
の
参
画
や
情
報
提
供
を
進
め
、
地
域
の
信
頼
を
得
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
る

○

24
指
導
監
督
側
で
あ
る
行
政
庁
に
お
い
て
も
、
①
活
動
内
容
や
実
施
の
在
り
方
に
つ
い
て
明
確
に
示
し
て
い
く
こ
と
、
②
職
員
の
専
任
要
件
、
施
設
・
物

品
の
専
用
要
件
、
資
金
使
途
の
規
制
等
を
弾
力
化
す
る
こ
と
、
③
所
轄
庁
の
指
導
監
督
の
在
り
方
を
見
直
す
こ
と
な
ど
、
法
人
が
活
動
を
行
い
や
す
い

環
境
を
作
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る

○
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関
係
者

文
献

N
o.

現
状
課
題
／
方
向
性
／
解
決
策
等

改
正
社
会
福
祉
法

新
会
計

基
準
検
討

①
②

③
④

⑤
厚
生
労
働
省
［

20
14
］

25
住
民
か
ら
寄
附
を
受
け
る
に
足
る
信
頼
性
の
確
保
や
住
民
に
と
っ
て
寄
附
の
効
果
が
見
え
る
対
応
を
行
う
こ
と
で
、
寄
附
等
の
独
自
財
源
の
獲
得
も
推

進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要

○
○

○
E

26
社
会
福
祉
法
人
に
と
っ
て
は
、
主
た
る
事
業
で
あ
る
社
会
福
祉
事
業
を
効
果
的
に
実
施
す
る
こ
と
が
、
公
益
性
を
維
持
す
る
上
で
必
要
不
可
欠
で
あ

り
、
ま
ず
は
既
に
実
施
し
て
い
る
社
会
福
祉
事
業
に
つ
い
て
、
十
分
な
取
組
を
行
う
こ
と
が
評
価
さ
れ
る
べ
き
で
あ
る

○
B

27
「
保
育
所
運
営
費
」、
「
措
置
費
」
に
つ
い
て
は
、
行
政
か
ら
支
弁
さ
れ
る
委
託
費
と
い
う
性
格
上
、
法
人
本
部
へ
の
支
出
に
上
限
が
あ
る
な
ど
の
使
途

の
制
限
が
あ
る
た
め
、
使
途
弾
力
化
に
つ
い
て
は
、
そ
の
性
格
を
踏
ま
え
検
討
す
る
べ
き

A

28
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な
活
動
に
つ
い
て
は
、
地
域
住
民
の
理
解
が
不
可
欠
で
あ
る
た
め
、
法
人
が
活
動
状
況
を
公
表
し
、
活
動
に
対
す
る
住
民
の
評

価
を
求
め
、
取
組
の
改
善
や
向
上
を
図
る
仕
組
み
を
検
討
す
る
べ
き

○
〇

〇
E

29
地
域
に
お
け
る
公
益
的
な
活
動
や
そ
れ
に
要
し
た
金
額
が
明
ら
か
に
な
る
よ
う
に
、
会
計
基
準
の
見
直
し
を
行
い
、
活
動
内
容
や
そ
れ
に
要
し
た
費
用

の
公
表
を
検
討
す
る
べ
き

○
○

30
施
設
・
事
業
所
を
単
位
と
し
た
施
設
管
理
か
ら
、
法
人
単
位
で
の
経
営
が
可
能
と
な
る
見
直
し
を
行
っ
て
い
る
が
、
現
在
で
も
多
く
の
社
会
福
祉
法
人

の
経
営
が
、
施
設
・
事
業
所
単
位
の
ま
ま
と
な
っ
て
お
り
、
社
会
福
祉
法
人
側
で
の
経
営
に
関
す
る
意
識
改
革
が
十
分
と
は
い
え
な
い

○
○

31
社
会
福
祉
法
人
の
組
織
は
、
理
事
会
、
評
議
員
会
、
理
事
長
、
理
事
及
び
監
事
か
ら
成
り
立
っ
て
い
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
が
十
分
機
能
す
る
仕
組

み
と
は
な
っ
て
い
な
い

○

32
理
事
長
の
職
は
福
祉
へ
の
信
念
や
実
践
力
、
法
人
の
使
命
を
踏
ま
え
た
経
営
能
力
の
あ
る
人
物
が
就
任
す
る
こ
と
が
適
当
で
あ
り
、
理
事
長
の
選
任
に

当
た
っ
て
世
襲
が
実
質
的
な
理
由
と
さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
評
議
員
会
に
お
い
て
適
切
に
理
事
が
選
任
さ
れ
、
そ
こ
か
ら
理
事
長
が
選
出
さ
れ
る

仕
組
み
が
必
要
で
あ
る

○
○

○

33
社
会
福
祉
法
人
が
旧
民
法
第

34
条
の
公
益
法
人
の
特
別
法
人
と
し
て
創
設
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
れ
ば
、
よ
り
公
益
性
の
高
い
法
人
と
し
て
、
公

益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
と
同
等
以
上
の
組
織
体
制
や
透
明
性
の
確
保
が
必
要
で
あ
る

○
○

○

34
複
数
の
社
会
福
祉
法
人
が
共
同
で
評
議
員
会
を
設
置
す
る
仕
組
み
に
つ
い
て
も
、
検
討
す
る
べ
き

○
Z

35
一
定
規
模
以
上
の
法
人
に
は
、
理
事
会
の
下
に
法
人
本
部
事
務
局
を
設
置
す
る
な
ど
組
織
の
見
直
し
を
検
討
す
る
べ
き

○

36
法
人
本
部
が
そ
の
機
能
を
発
揮
す
る
た
め
に
は
、
法
人
本
部
が
各
事
業
の
剰
余
金
や
そ
の
他
の
独
自
財
源
等
を
も
と
に
、
新
規
事
業
の
立
ち
上
げ
や
不

採
算
部
門
へ
の
充
当
を
企
画
・
立
案
で
き
る
仕
組
み
が
必
要

○
○

D

37
法
人
運
営
に
関
す
る
理
事
の
損
害
賠
償
責
任
、
特
別
背
任
罪
の
適
用
等
を
検
討
す
る
べ
き
で
あ
る
。
併
せ
て
、
法
人
運
営
に
関
す
る
説
明
責
任
を
外
部

に
対
し
て
果
た
す
こ
と
を
要
件
に
、
職
務
内
容
や
勤
務
実
態
に
応
じ
た
適
切
な
報
酬
の
支
払
い
を
認
め
る
こ
と
を
検
討
す
る
な
ど
、
賠
償
責
任
補
填
の

考
え
方
の
適
用
を
検
討
す
べ
き

○
○

○

38
監
事
に
つ
い
て
「

1
名
は
財
務
諸
表
を
監
査
し
得
る
者
、

1
名
は
学
識
経
験
者
又
は
地
域
福
祉
関
係
者
」
と
さ
れ
て
い
る
が
、
財
務
諸
表
に
つ
い
て
は

法
人
運
営
の
状
況
を
把
握
す
る
た
め
の
基
礎
的
資
料
で
あ
る
た
め
、
両
名
と
も
財
務
諸
表
を
確
認
で
き
る
者
と
す
る
こ
と
を
検
討
す
る
べ
き
で
あ
る
。

そ
の
場
合
、
単
に
会
計
を
理
解
で
き
る
の
み
な
ら
ず
、
社
会
福
祉
法
人
制
度
等
を
理
解
し
た
者
で
あ
る
こ
と
が
大
切
で
あ
る

○
C

39
社
会
福
祉
法
人
は
、
理
事
長
の
専
決
事
項
が
多
い
こ
と
を
踏
ま
え
、
理
事
長
の
権
限
を
補
佐
す
る
仕
組
み
と
し
て
、
法
人
の
規
模
に
応
じ
て
、
経
営
委

員
会
、
執
行
役
員
会
等
の
活
用
の
推
進
を
検
討
す
る
べ
き

○

40
経
営
者
の
視
点
と
し
て
、
既
に
実
施
し
て
い
る
事
業
の
経
営
の
み
に
と
ど
ま
ら
ず
長
期
・
短
期
の
ニ
ー
ズ
、
既
に
実
施
し
て
い
る
事
業
へ
の
影
響
等
を

見
越
し
た
上
、
事
業
展
開
や
規
模
拡
大
を
志
向
す
る
戦
略
的
経
営
が
重
要

○
○

○
D

41
社
会
福
祉
法
人
の
合
併
・
事
業
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
既
に
手
続
が
設
け
ら
れ
て
い
る
も
の
の
、

20
12
年
度
に
お
け
る
合
併
件
数
は
全
国
で

17
件
に
と

ど
ま
っ
て
い
る

○
D

42
組
織
再
編
の
手
段
と
し
て
、
事
業
の
安
定
性
・
効
率
性
に
十
分
配
慮
し
た
上
で
分
割
の
手
続
を
検
討
す
る
べ
き

○
D

43
資
金
に
つ
い
て
社
会
福
祉
事
業
や
地
方
公
共
団
体
が
認
定
し
た
事
業
に
つ
い
て
は
拠
出
で
き
る
よ
う
、
非
営
利
性
を
失
わ
な
い
範
囲
で
規
制
緩
和
を
検

討
す
る
べ
き

A

44
社
会
福
祉
法
人
や
そ
れ
以
外
の
非
営
利
法
人
が
協
働
し
て
地
域
で
多
様
な
福
祉
活
動
を
積
極
的
に
す
る
た
め
に
、
複
数
の
非
営
利
法
人
が
社
団
型
の
社

会
福
祉
法
人
を
設
立
で
き
る
仕
組
み
を
検
討
す
る
べ
き

D

45
20

14
年
度
以
降
、
全
て
の
社
会
福
祉
法
人
に
お
い
て
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
す
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
所
轄
庁
に
お
い
て
も
所
管
す
る
法
人
の
財
務

諸
表
等
を
全
て
公
表
す
る
べ
き
で
あ
る

○
○

○

46
剰
余
金
に
つ
い
て
は
、
目
的
を
持
っ
た
積
立
金
と
し
て
整
理
す
る
こ
と
や
、
積
み
立
て
の
目
標
や
積
立
額
に
つ
い
て
、
法
人
が
利
用
者
や
地
域
住
民
な

ど
広
く
国
民
一
般
に
説
明
責
任
を
果
た
す
仕
組
み
を
検
討
す
る
べ
き

○
○

○
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関
係
者

文
献

N
o.

現
状
課
題
／
方
向
性
／
解
決
策
等

改
正
社
会
福
祉
法

新
会
計

基
準
検
討

①
②

③
④

⑤
厚
生
労
働
省
［

20
14
］

47
公
益
社
団
法
人
・
公
益
財
団
法
人
に
お
い
て
「
閲
覧
」
書
類
と
さ
れ
て
い
る
定
款
や
役
員
名
簿
、
役
員
報
酬
規
程
等
に
つ
い
て
、
社
会
福
祉
法
人
に
は

「
公
表
」
を
義
務
付
け
る
こ
と
を
検
討
す
る
べ
き

○
○

48
社
会
福
祉
法
人
の
情
報
公
開
に
つ
い
て
は
、
地
域
住
民
の
理
解
を
得
て
い
く
た
め
、
財
務
諸
表
等
だ
け
で
な
く
、
法
人
の
理
念
や
事
業
、
地
域
に
お
け

る
公
益
的
な
活
動
等
の
非
財
務
情
報
に
つ
い
て
も
財
務
情
報
と
併
せ
て
、
利
用
者
や
地
域
住
民
に
わ
か
り
や
す
く
公
表
す
る
こ
と
を
推
進
す
る
べ
き

○
E

49
都
道
府
県
や
国
で
法
人
の
財
務
諸
表
等
を
集
約
し
、
経
営
状
況
を
分
析
す
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
検
討
す
る
べ
き

○
〇

○

50
一
部
の
所
轄
庁
に
お
い
て
、
措
置
制
度
の
時
代
と
変
わ
ら
な
い
画
一
的
な
行
政
指
導
や
、
ロ
ー
カ
ル
ル
ー
ル
と
言
わ
れ
る
よ
う
な
過
剰
規
制
が
指
摘
さ

れ
る
な
ど
社
会
福
祉
法
人
の
地
域
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
活
動
を
阻
害
し
て
い
る

○

51
法
人
監
査
、
施
設
監
査
、
第
三
者
評
価
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
情
報
の
公
表
制
度
な
ど
、
法
人
活
動
の
評
価
方
法
は
多
様
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
制
度
の
運
用

が
、
法
人
に
と
っ
て
過
度
な
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
、
項
目
の
重
複
や
時
間
的
な
隔
た
り
が
な
い
よ
う
、
そ
れ
ぞ
れ
の
役
割
を
明
確
に
す
る
と
と
も

に
、
実
施
方
法
の
配
慮
な
ど
工
夫
す
べ
き

○
○

C

52
法
人
監
査
に
つ
い
て
は
、
運
営
状
況
に
係
る
監
査
と
財
務
に
係
る
監
査
を
峻
別
し
、
財
務
に
係
る
監
査
に
つ
い
て
は
、
外
部
監
査
の
活
用
を
積
極
的
に

図
る
な
ど
の
見
直
し
を
検
討
す
る
べ
き

〇
○

○
C

53
定
款
の
記
載
事
項
に
つ
い
て
は
、
法
人
が
地
域
ニ
ー
ズ
に
柔
軟
に
対
応
で
き
る
よ
う
法
人
の
育
成
支
援
の
観
点
か
ら
、
一
定
程
度
、
法
人
の
自
由
度
が

確
保
さ
れ
る
よ
う
見
直
し
を
検
討
す
る
べ
き

Z

54
一
定
の
規
模
以
上
の
社
会
福
祉
法
人
に
つ
い
て
は
、
公
認
会
計
士
等
の
専
門
家
に
よ
る
外
部
監
査
を
義
務
付
け
る
こ
と
を
検
討
す
る
べ
き

〇
〇

C

55
会
計
帳
簿
は
財
務
諸
表
の
作
成
の
元
と
な
る
書
類
で
あ
り
、
適
時
・
正
確
な
会
計
帳
簿
が
作
成
さ
れ
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
た
め
、
社
会
福
祉
法
に
お

い
て
も
必
要
な
法
令
の
整
備
を
検
討
す
る
べ
き

〇
〇

56
所
轄
庁
だ
け
で
な
く
、
国
に
お
い
て
全
国
の
社
会
福
祉
法
人
の
現
況
を
把
握
す
る
仕
組
み
を
構
築
す
る
べ
き

〇

57
評
価
機
関
や
調
査
者
に
よ
る
評
価
の
バ
ラ
つ
き
を
是
正
す
る
た
め
、
評
価
機
関
の
指
導
を
す
る
都
道
府
県
推
進
組
織
の
能
力
向
上
や
研
修
実
施
や
マ
ニ

ュ
ア
ル
の
徹
底
に
よ
り
、
評
価
機
関
の
共
通
基
盤
を
作
っ
て
い
く
こ
と
を
検
討
す
る
べ
き

〇
B

全
国
社
会
福

祉
協
議
会

［
20

13
］

58
利
用
者
の
保
護
・
権
利
擁
護
、
サ
ー
ビ
ス
の
質
の
確
保
、
社
会
的
に
要
請
さ
れ
る
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
、
社
会
貢
献
の
役
割
を
果
た
し
て
い
く

〇
F

59
自
ら
の
経
営
の
透
明
性
を
は
か
る
こ
と
が
重
要

〇
〇

60
特
色
あ
る
実
践
活
動
を
主
体
的
に
開
示
す
べ
き

〇
〇

E
61
所
轄
庁
の
実
施
す
る
法
人
監
査
、
施
設
（
事
業
）
監
査
、
指
導
及
び
外
部
監
査
、
第
三
者
評
価
等
ト
ー
タ
ル
な
見
直
し

〇
B

62
法
人
経
営
と
各
事
業
経
営
の
チ
ェ
ッ
ク
機
能
、
各
機
関
間
（
理
事
会
、
監
事
、
評
議
員
会
）
の
相
互
牽
制
機
能
の
強
化

〇
63
理
事
の
選
任
に
あ
た
っ
て
、
法
人
の
経
営
に
実
質
的
に
参
画
す
る
、
責
務
を
果
た
す
者
の
選
任
が
必
要

〇
64
特
に
小
規
模
法
人
の
法
人
本
部
機
能
・
体
制
に
は
課
題
多
し

〇
D

65
中
長
期
的
な
資
金
計
画
や
次
期
活
動
資
金
（
内
部
留
保
）
の
あ
り
方
を
具
体
化
さ
せ
、
積
極
的
な
事
業
展
開
を
は
か
る
こ
と
が
必
要

〇
〇

〇
66
小
規
模
法
人
の
統
合
、
複
数
法
人
の
協
働
を
検
討
す
る
べ
き

〇

67
小
規
模
の
法
人
・
施
設
は
、
地
域
の
実
情
、
福
祉
ニ
ー
ズ
に
よ
っ
て
必
要
と
さ
れ
て
お
り
、
小
規
模
法
人
の
経
営
・
運
営
に
つ
い
て
配
慮
し
た
施
策
を

具
体
化
し
て
い
く
必
要
が
あ
る

〇
〇

D

68
災
害
時
の
支
援
活
動
に
も
社
会
福
祉
法
人
の
資
源
を
活
か
す
べ
き

Z
69
第
三
者
評
価
事
業
の
受
審
促
進
の
た
め
の
見
直
し
、
評
価
機
関
・
評
価
調
査
者
の
質
の
向
上
な
ど
の
研
修
の
拡
充
等

B
［

20
12
］

70
社
会
福
祉
法
に
規
定
さ
れ
る
社
会
福
祉
事
業
を
担
う
だ
け
で
は
な
く
、
地
域
に
お
け
る
様
々
な
ニ
ー
ズ
に
幅
広
く
対
応
し
、
制
度
の
狭
間
も
含
め
て
柔

軟
な
支
援
を
行
う
こ
と
を
本
来
の
役
割
と
し
て
持
っ
て
い
る

〇

71
積
極
的
な
雇
用
創
出
で
地
域
経
済
を
支
え
る
こ
と
が
期
待
さ
れ
る

〇
E

72
画
一
的
な
制
度
内
で
の
サ
ー
ビ
ス
に
留
ま
っ
て
き
た

〇
73
補
助
金
等
、
財
源
が
確
保
さ
れ
た
事
業
し
か
行
わ
な
い
と
い
う
指
摘

〇
74
専
門
職
の
意
識
が
分
野
ご
と
の
制
度
内
サ
ー
ビ
ス
に
集
中
し
、
制
度
の
狭
間
の
ニ
ー
ズ
を
意
識
的
に
把
握
す
る
視
点
が
弱
い

〇
75
制
度
外
の
サ
ー
ビ
ス
・
活
動
を
担
う
人
材
育
成
、
体
制
整
備
が
意
識
的
に
行
わ
れ
て
い
な
い

〇
76
必
要
な
財
源
を
確
保
で
き
な
い

〇
〇

77
社
協
に
お
い
て
は
、
行
政
の
意
向
に
左
右
さ
れ
る
な
ど
影
響
力
が
大
き
い
場
合
が
あ
り
、
民
間
組
織
と
し
て
の
ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
が
特
に
課
題

〇
〇
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関
係
者

文
献

N
o.

現
状
課
題
／
方
向
性
／
解
決
策
等

改
正
社
会
福
祉
法

新
会
計

基
準
検
討

①
②

③
④

⑤
全
国
社
会
福

祉
協
議
会

［
20

12
］

78
同
じ
地
域
内
に
あ
っ
て
も
、
他
法
人
と
の
連
携
や
協
働
に
よ
る
取
り
組
み
は
少
な
い

〇
79
制
度
外
の
取
り
組
み
や
柔
軟
な
対
応
に
対
す
る
社
会
的
評
価
の
基
準
や
仕
組
み
が
な
い

B
、

E
80
行
政
監
査
等
に
よ
る
画
一
的
な
指
導
な
ど
、
む
し
ろ
マ
イ
ナ
ス
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
が
強
い

〇
［

20
11
］

81
現
在
の
法
律
や
制
度
で
定
め
ら
れ
た
制
度
内
サ
ー
ビ
ス
の
改
革
、
ま
た
制
度
外
の
福
祉
サ
ー
ビ
ス
・
活
動
の
開
発
・
実
施

〇
82
社
会
福
祉
の
担
い
手
と
し
て
公
私
の
社
会
福
祉
関
係
者
と
と
も
に
、
住
民
・
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
主
体
的
な
参
加
の
環
境
を
つ
く
る
こ
と

〇
E

83
市
町
村
の
み
に
任
せ
る
の
で
は
な
く
、
国
・
県
・
市
町
村
が
重
層
的
に
担
う
も
の
と
と
ら
え
る
こ
と
が
重
要

〇
84
現
在
は
、
多
様
な
当
事
者
組
織
が
地
域
の
中
に
存
在
す
る
た
め
、
今
後
は
団
体
間
の
協
働
や
意
見
調
整
に
も
意
識
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が
あ
る

〇

85
生
活
全
体
を
支
援
す
る
場
合
は
、
社
会
福
祉
の
み
な
ら
ず
、
保
健
・
医
療
、
労
働
、
住
宅
、
教
育
な
ど
の
他
領
域
と
連
携
を
図
る
こ
と
も
必
要
に
な

り
、
総
合
的
に
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
す
る
体
制
の
構
築
が
必
要

〇

全
国
社
会
福

祉
法
人
経
営

者
協
議
会

［
20

10
a］

86
「
新
し
い
公
共
」
と
は
「
支
え
合
い
と
活
気
の
あ
る
社
会
」
を
作
る
た
め
の
当
事
者
た
ち
の
「
協
働
」
の
場
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
る
が
、
社
会
福
祉
へ

の
国
、
地
方
公
共
団
体
の
責
任
が
曖
昧
に
さ
れ
公
的
責
任
が
後
退
す
る
こ
と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い

〇
〇

F

［
20

10
b］

87
社
会
福
祉
法
人
は
、
公
益
法
人
と
し
て
の
「
公
益
性
」
と
「
非
営
利
性
」
と
民
間
と
し
て
の
自
主
性
や
創
意
工
夫
に
よ
る
「
先
駆
性
」
を
も
っ
た
事
業

が
本
来
重
視
さ
れ
て
制
度
が
創
設
さ
れ
た

〇
F

88
経
済
的
な
規
模
等
の
エ
ビ
デ
ン
ス
が
な
い
な
ど
の
問
題
も
あ
り
、
制
度
設
計
上
で
の
理
解
を
得
る
た
め
に
は
課
題
が
多
い

〇

89
小
規
模
法
人
は
、
地
域
に
根
ざ
し
た
実
施
主
体
で
あ
る
／
営
利
法
人
が
進
出
し
な
い
人
口
が
少
な
い
地
域
で
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
を
支
え
て
い
る
／
迅

速
な
意
思
決
定
で
ニ
ー
ズ
に
即
応
で
き
る
／「
志
が
あ
る
者
」
が
社
会
福
祉
事
業
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

〇
〇

90
小
規
模
の
法
人
は
、
小
規
模
で
あ
る
が
故
に
経
営
資
源
（
ヒ
ト
、
カ
ネ
、
情
報
等
）
が
不
足
し
が
ち
で
は
あ
る
が
、
経
営
能
力
の
向
上
に
よ
り
、
弱
み

を
克
服
で
き
れ
ば
問
題
は
な
い

〇
D

91
長
期
的
な
資
金
調
達
に
つ
い
て
は
金
融
機
関
に
対
す
る
説
得
力
、
説
明
能
力
が
必
要
。
財
務
体
質
の
健
全
性
、
説
得
力
の
あ
る
事
業
計
画
の
作
成
が
必

要
。
基
本
的
な
条
件
と
し
て
、
正
確
な
会
計
を
行
う
こ
と
と
会
計
情
報
の
説
明
を
明
確
に
行
え
る
こ
と
。

〇
〇

〇

［
20

08
］

92
環
境
変
化
に
的
確
に
対
応
し
つ
つ
、
新
た
な
ニ
ー
ズ
に
応
え
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

〇
93
社
会
的
ル
ー
ル
の
遵
守
（
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
）、
説
明
責
任
（
ア
カ
ウ
ン
タ
ビ
リ
テ
ィ
）
を
果
た
す
こ
と
が
強
く
求
め
ら
れ
る

〇
〇

〇
〇

94
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
に
応
え
、
地
域
に
貢
献
し
、
働
き
が
い
が
あ
る
職
場
を
実
現
す
る

〇
〇

E
95
手
厚
い
施
設
整
備
費
補
助
と
措
置
費
に
よ
る
裁
量
の
余
地
の
小
さ
い
運
営

〇
A

96
施
設
管
理
中
心
、
法
人
経
営
の
不
在

〇
〇

97
一
法
人
一
施
設
モ
デ
ル
（
事
業
規
模
が
零
細
）

〇
98
再
生
産
・
拡
大
生
産
費
用
は
補
助
金
と
寄
附
が
前
提

〇
〇

〇
〇

99
画
一
的
サ
ー
ビ
ス

〇
10

0
同
族
的
経
営

〇
10

1
理
事
会
は
名
目
的
な
機
関
で
な
く
、
法
人
の
執
行
機
関
と
し
て
実
質
的
に
機
能
し
経
営
能
力
を
向
上
さ
せ
る
こ
と
が
必
要

〇
10

2
法
人
本
部
の
機
能
強
化
、
中
間
管
理
職
層
の
育
成

〇
10

3
監
事
に
よ
る
形
式
的
な
監
査
・
外
部
監
査
の
積
極
的
な
活
用

〇
〇

C
10

4
情
報
開
示
に
つ
い
て
は
、
事
業
者
団
体
等
が
標
準
化
に
取
り
組
む
等
わ
か
り
や
す
い
公
表
を
推
進
す
べ
き

〇
Z

10
5
行
政
監
査
に
つ
い
て
、
不
必
要
に
些
細
で
あ
っ
た
り
合
理
性
に
欠
け
る
指
導
監
督
は
見
直
す
べ
き

〇
10

6
行
政
監
査
に
つ
い
て
、
職
員
の
意
識
の
改
革
と
質
の
向
上

〇
10

7
国
、
都
道
府
県
、
市
町
村
の
役
割
分
担
の
見
直
し

〇
10

8
法
人
認
可
の
在
り
方
と
健
全
な
競
争
の
促
進

〇
10

9
経
営
診
断
・
経
営
指
導
の
機
能
強
化

〇
〇

11
0
環
境
の
変
化
に
対
応
し
、
経
営
を
安
定
さ
せ
つ
つ
機
動
的
な
事
業
活
動
を
展
開
す
る
に
は
資
金
の
弾
力
化
が
必
要

A

改
正
社
会
福
祉
法
欄
①
～
⑤
は
、

4．
（

2）
①
～
⑤
に
説
明
し
て
い
る
。
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る理事・理事長に対する牽制機能を制度化する。
一定規模以上の法人に対する会計監査人の設置を
義務化する。理事・監事等の権限・義務・責任の
明確化を講じる。
②事業運営の透明性の向上
閲覧対象書類を拡大し、閲覧請求者を国民一般
に拡大する。財務諸表や業務運営に係る情報の公
表、公表方法はインターネット（所轄庁ホームペ
ージに掲載も可能）。
③財務規律の強化
役員報酬基準の作成と公表、役員等関係者への
特別の利益供与を禁止する。
社会福祉充実残額（再投下財産額）13）の明確化、

社会福祉充実残額を保有する法人に対し社会福祉
事業又は公益事業の新規実施・拡充に係る計画作
成を義務付ける。そして会計に関する条文が新設
されることにより、会計の法的位置づけが明確に
された。
④地域における公益的な取組を実施する責務
すべての社会福祉法人について、地域における
公益的な取組の実施を責務として位置づける。社
会福祉充実残額を保有しない法人についても追加
的な費用が生じない取組を責務として課し、その
実績等の公表を求める。
⑤行政の関与の在り方
所轄庁による指導監督の機能強化、国・都道府
県・市の連携・支援の仕組みを構築する。財務諸
表・現況報告書等の情報を活用するための仕組み
を構築する。

（3）分析の方法
分析対象文献の本文より現状課題／方向性／解
決策等に関する記述を抽出し、各記述内容につい
て改正社会福祉法及び新会計基準によるフォロー
がなされているか分類する。分類できない記述内
容をその特徴によりさらに分類する。

（4）分析の結果
分析の結果は表 3の通りである。分類できない
記述内容については次の通り A から F、及び Z
に分類し考察する。

A：資金使途制限に関する事項
B：法人が実施する事業評価に関する事項

C：監査に関する事項
D：法人の組織体の適正化に関する事項
E：社会的アカウンタビリティの確立に関する
事項

F：法人の本質に関する事項
Z：その他、上記にあてはまらない事項（要望
事項として整理するのみに留める）

5．分析結果の考察

上記 4．において、改正社会福祉法及び新会計
基準では社会福祉法人改革の達成に不足する内容
が抽出された。次に各事項について考察する。

（1）A：資金使途制限に関する事項
社会福祉法人は公費による経営を実施する場合
にその資金使途を制限される14）。使途制限は目的
外の支出を防止するためであるが、既存の社会福
祉事業に加えて地域公益活動への対応を求めるの
であれば、資金使途の弾力化は必要である。ただ
し、弾力化にもその範囲指定について十分に検討
しなければならない。目的支出を阻害せず、特に
法人外への資金流出は法人の財務基盤に影響する
ため慎重にすべきである。
分析結果には抽出されなかったが、保育所・措
置施設における法人本部への繰入制限に関しては
弾力化を求めたい。各資金使途制限通知により本
部会計への貸付金は年度内に精算する旨が規定さ
れている。本部会計については「社会福祉法人会
計基準適用上の留意事項（運用指針）15）」（以下、
「運用指針」とする）に規定が存在する。本部会
計に係る経費については、「理事会、評議員会の
運営に係る経費、法人役員の報酬等その他の拠点
区分又はサービス区分に属さないものであって、
法人本部の帰属とすることが妥当なもの」と定め
られている。一方収入に関しては、現行の介護報
酬・補助金等の体系では法人本部の人件費等は算
定されておらず、寄附金等以外の収入としては事
業活動収支からの繰入金収入によるしかない。

運用指針 6本部会計の区分について
本部会計については、法人の自主的な決定により、拠
点区分又はサービス区分とすることができる。
なお、介護保険サービス、障害福祉サービス、保育所
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運営費並びに措置費による事業の資金使途制限に関す
る通知において、これらの事業から本部会計への貸付
金を年度内に返済する旨の規定があるにも拘わらず、
年度内返済が行われていない場合は、サービス区分間
貸付金（借入金）残高明細書（別紙⑩）を作成するも
のとする。
法人本部に係る経費については、理事会、評議員会

の運営に係る経費、法人役員の報酬等その他の拠点区
分又はサービス区分に属さないものであって、法人本
部の帰属とすることが妥当なものとする。

改正社会福祉法においては、議決機関としての
評議員会必置が定められている。評議員会の設置
に伴い明確な本部経費が発生すると考えられる。
評議員会を新たに設置する、または改正により理
事と評議員とが重複不可とされたことに伴い人材
を新たに選定することから、法人本部に関与する
者は増加する。これまで特に小規模法人において
は同一人物が事業と本部とを兼務することが多
く、本部会計には役員報酬さえも計上されないケ
ースも見られた。今後は法人全体で本部機能の重
要性を認識し、改正社会福祉法に従い本部機能が
その役割を十分に果たせるように、必要な経費は
法人全体で確保する仕組みに変更すべきと考え
る。また会計監査が義務化される法人において
は、監査報酬の負担についても考慮しなければな
らない。「本部経費は法人のいずれにも属さない
経費」と定義するのではなく、「法人全体に係る
必要経費」として積極的に捉える定義を新会計基
準に求めたい。

（2）B：法人が実施する事業評価に関する事項
財務面での経営分析については、新会計基準が
法人全体で統一適用されることや企業会計原則に
近づいたことにより民間企業において採用されて
いる経営分析指標の準用が期待できる。ただし、
社会福祉法人の場合には一概に費用削減が望まし
い状態とは言えない等、特有の考え方が存在する
ことに留意しなければならない。また独立行政法
人社会福祉医療機構は福祉貸付を利用する法人よ
り毎年提出される財務諸表データをもとに、経営
分析参考指標16）を作成しているため、自法人の数
値との比較し分析することは有効である。
また第三者評価については、評価機関の指導を
する都道府県推進組織の能力向上や研修実施やマ
ニュアルの徹底により、評価機関の共通基盤を作
っていくことを検討すべきだ。また受審する法人
側のメリットとして、利用者へサービスの質の向
上に積極的に取り組んでいることをアピールでき
ることがよく挙げられるが、社会福祉法人の活動
を理解できるツールとして第三者評価が存在する
ことを国民に周知することも有効である。

（3）C：監査に関する事項
改正社会福祉法では一定規模以上の社会福祉法
人に対し会計監査人設置を義務化するが、設置対
象とならない法人についても公認会計士、監査法
人、税理士又は税理士法人による財務会計に係る
体制整備状況等の点検等は有効である。平成 24
年度の厚生労働省の調査では、75.5％の法人が外
部監査を受審していないと回答している（回答法
人数 6,911法人）。外部監査を通して会計処理や

表 4 法人本部への繰入に関する資金使途制限

介護老人福祉施設
（介護報酬） 制限なし。ただし、経常活動収支差額が黒字かつ当期資金収支差額に資金不足が生じない

範囲（なお居宅サービスや、指定障害者支援施設等の事業への資金の繰り入れは、当期末
支払資金残高に資金不足が生じない範囲で可）指定障害者支援施設

（自立支援給付費）

保育所（保育所運営費）

運用収入＋前期末支払資金残高（前年度保育所運営費収入の 30％以下）を限度に繰入可。
ただし、適切な施設運営・人件費運用・給食や日常生活・児童の処遇、役職員の資質の向
上の取り組み、延長保育等の取り組みを実施し、財務諸表の公開、第三者評価又は苦情解
決の取り組みを実施していることが要件。

措置施設（措置費）
運用収入＋前期末支払資金残高（前年度措置費の 30％以下）を限度に繰入可。
ただし、適切な法人・施設運営の確保等、財務諸表の公開、第三者評価又は苦情解決の取
り組みを実施していることが要件。

（「第 2回社会福祉法人の在り方等に関する検討会参考資料」を基に筆者作成）

『Human Welfare』第 8巻第 1号 2016

70



内部統制の体制を整えることが可能であり、経営
組織のガバナンス強化にも繋がると考える。

（4）D：法人の組織体の適正化に関する事項
戦略的経営には、既存の組織形態や事業規模等
に囚われない発想が必要である。また効率的な事
業経営のため、組織の垣根を越えてどのような組
織にすべきか検討しなければならない。どの程度
の法人規模・事業規模が社会のニーズをとらえて
事業を展開するために効率が良いかを検討し、場
合によっては合併や営業譲渡、事業連携の手法を
採用する。我が国において、社会福祉法人設立の
際には地方自治体より「一法人一施設」の指導が
行われてきた経緯がある。また、措置費と施設整
備費補助とで施設運営が保証されたこと等もあ
り、小規模法人が多く存在する17）。経営能力によ
り効率的な法人経営が実施できれば問題ないが、
小規模ゆえに経営資源が不足する場合について
は、他法人との事業連携から検討するのも有効で
ある。合併や営業譲渡、事業連携についてはまだ
事例が少ないため、成功例の公表や組織再編セミ
ナーの開催等、所轄庁がノウハウを持って推進す
べきと考える。
また小規模法人に関連して、新会計基準に対し
提言したい。営利企業には中小規模の法人に対し
「中小企業の会計に関する基本要領」が存在する
ように、社会福祉法人においても小規模法人向け
の会計基準を整備することにより実用性が高まる
と考える。新会計基準第 1章総則「2 一般原則」
（4）において、「重要性の乏しいものについては、
会計処理の原則及び手続並びに財務諸表の表示方
法の適用に際して、本来の厳密な方法によらず、
他の簡便な方法によることができる」いわゆる
「重要性の原則」が規定されている。運用指針に
より重要性の判断基準となる金額が示されている
場合もあるが、あらゆる場面で簡便法の採用は法
人判断に任されている。これは新会計基準の柔軟
性を高めるが、金額、規模による判断ではなく法
人の事務対応能力が不足し簡便法に頼ることを排
除できず、恣意性の含んだ財務諸表が作成される
ことが懸念される。

（5）E：社会的アカウンタビリティの確立に関す
る事項
既に実施している社会福祉事業、そして制度外
の取組や柔軟な対応に関していずれも適正な評価
を受け、応援されるべきである。財務情報の開示
だけでなく、取り組んだ内容について非財務情報
に関しても積極的に公表していくことにより法人
の地位向上が図ることができる。さらに良い取組
例は他地域でも広がりを見せる可能性がある。例
えば全国社会福祉法人経営者協議会では、ホーム
ページにて地域貢献活動実践事例集を順次公開し
ているが、所轄庁において改正社会福祉法で規定
される社会福祉充実計画の実施状況をデータベー
ス化して広く周知することを求めたい。
また財務情報と非財務情報をあわせた財務諸表
を作成するのも有効である。近年は国際的に
ESG（environmental, social, governance）情報を財
務報告に取り込む動きが活発化しており［越智信
仁，2015］、営利企業において財務・非財務情報
を接合した「統合報告書」を日本国内でも公表す
る動きがある18）。また非営利組織としては、コー
プこうべが 6つの評価指標と 140の数値データを
用いた総合評価レポートを公表している19）。社会
福祉法人がどの組織形態よりも先駆けて非財務情
報を含めた報告書を制度化することは有効であ
る。

（6）F：法人の本質に関する事項
社会福祉事業取組への創意工夫も求められる
が、実施主体としての社会福祉法人のあり方、法
人経営の質が今問われている。本質は、社会福祉
法第 24条「社会福祉法人は、社会福祉事業の主
たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的
かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強
化を図るとともに、その提供する福祉サービスの
質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らなけ
ればならない」で表現される。社会福祉法人は社
会福祉事業の主な担い手であるが、社会福祉法人
制度設立時からの「政府の実施責任の確立」を忘
れず、社会福祉への国、地方公共団体の責任が曖
昧にされ公的責任が後退することがあってはなら
ない。
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（7）Z：その他、上記にあてはまらない事項
改正社会福祉法において要求される役員等関係
者関連経費の情報開示（上記 4．（2）③）につ
き、新会計基準へひとつ提言したい。
新会計基準において、関連当事者との取引内容
を財務諸表に注記することとされている。関連当
事者とは社会福祉法人の役員及びその近親者であ
るが、注記対象となる役員の範囲は有給常勤役員
に限定される。限定の理由については、素案に寄
せられたパブリックコメントへの回答として「役
員としての報酬を受けていながらなおかつ取引を
行うことへの妥当性の検証を行うため有給役員に
限定」したと説明されている。しかし、役員報酬
基準の作成や公表等については改正社会福祉法に
て規定されることであり、理論上ではあるが、役
員が所有する物件の賃貸借契約や関連する業者と
の業務委託契約等、経済取引が存在する場合には
役員報酬を無給にし、取引の対価として収入を得
ることも可能である。また、非常勤役員との取引
についても対象外とする理由は存在しないと考え
る。
なお、新会計基準においては年間 1,000万円を
超える取引が注記対象となるが、改正社会福祉法
においては年間 100万円を超える関連当事者取引
を開示することを要求しているため、新会計基準
の改正が必要である。

6．結言

戦後、社会福祉法人は公私一体となり我が国の
社会福祉事業を支えてきた。措置委託制度を通し
て経営基盤を保ちながら、地域のセーフティネッ
トとしての役割を果たしてきた。そして今後も、
地域の期待に応えていくことが求められている。
本研究において、社会福祉法人が社会から何を
求められているのか、そして社会福祉法人制度改
革はこれらの実現、解決に繋がるのかを明らかに
した。改正社会福祉法の施行日は 2017年 4月 1
日（一部については 2016年 4月 1日）であり、
それまでに具体的な手続に関する通知等の発出を
経てからの施行であるため、法設計の通りに経営
組織のガバナンス強化が図られ、財務規律が強化
された上で地域公益活動に取り組むことができる

のかは数年先までは明らかにならない。しかし、
これからの社会福祉法人にとっては「自主的な経
営」が鍵となり、改革の達成はその法人の意識や
活動に拠るところも大きいだろう。
また、社会福祉法人制度の設立以降、根拠法の
改訂や会計基準の整備は他の組織形態と比較して
遅れてきた。しかし近年、会計基準は財務面での
アカウンタビリティを支え、法人経営において長
期的計画に対する判断材料を提供するものに整備
された。次に求めたいのは、社会福祉法人特有の
社会的アカウンタビリティ確保のための整備であ
る。本稿では項目に触れるだけに留まったが、他
の非営利組織に先んじて財務及び非財務の情報を
網羅した報告書の整備を行い、他の非営利組織の
情報開示手法の参考になることも社会への貢献に
繋がるだろう。
社会的課題は今後さらに多様化し、現在明らか
になっていない課題が顕在化してくるだろう。法
人内部では役員や評議員が相互チェックを行いな
がら連携し、地域協議会を通して地域の課題を把
握し、行政や住民、NPO 法人等と連携して活動
をすることが求められる。社会福祉法人が地域に
おける要となり、自法人内で完結するのではなく
支えあう社会の実現に寄与することを期待する。

【注】
１）2011年 7月 7日日本経済新聞朝刊「経済教室」で
の指摘が最初と考えられる。

２）改正成立後、厚生労働省より算出方法の通知が発
出される予定である。

３）社会福祉法人会計基準の制定について（雇児発
0727 第 1 号、社援発 0727 第 1 号、老発 0727 第 1

号）平成 23年 7月 27日
４）1966年、アメリカ会計学会の「基礎的会計理論に
関する報告書（A Statement of Basic Accounting The-

ory）」にて会計とは、「情報利用者が事情に精通した
上で、判断や意思決定を行うことができるように経
済的な情報を識別し、測定し、伝達するプロセスで
ある」と定義されている。

５）①厚生行政の地区制度、②市町村厚生行政の再組
織、③厚生省（当時）が行う助言的措置と実施業務、
④民間団体の公私分離、⑤全国社会福祉協議会の組
織、⑥担当する専門職員の現任訓練計画

６）厚生省（1976）「社会福祉施設を経営する社会福祉
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法人の経理規程準則の制定について」社施第 25号の
前文部分

７）上記通知
８）子ども・子育て支援法（平成 24年法律第 65号）、
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提
供の推進に関する法律の一部を改正する法律（平成
24年法律第 66号）、子ども・子育て支援法及び就学
前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の
推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴
う関係法律の整備等に関する法律（平成 24年法律第
67号）

９）厚生労働省（2000）『社会福祉法人会計基準の制定
について』社援施第 310号

１０）新公益法人会計基準の基本的考え方は、①広く一
般的に用いられている企業会計の手法を可能な限り
導入し、公益法人のディスクロージャー（財務情報
の透明化）を充実させるとともに、事業の効率性を
分かりやすく表示、②寄付者、会員等の資金提供者
の意思に沿った事業運営状況を会計上明らかにする
ことにより、法人の受託責任を明確化、③公益法人
の自律的な運営を尊重するとともに、外部報告目的
の財務諸表を簡素化

１１）厚生労働省（2011）『社会福祉法人の新会計基準に
ついて』雇児発 0727第 1号、社援発 0727第 1号、
老発 0727第 1号

１２）社会福祉法人にとっての「効率性」には注意しな
ければならない。また、営利企業との競争という観
点はイコールフッティング論へ繋がるが、社会福祉
法人は事業からの退出に制限があること、施設利用
希望者の待機があり稼働率が 100％に近い状況等を
鑑みると、経営分析による比較は可能ではあるが、
営利企業の実績との比較ではなく、営利企業が培っ
てきた経営分析のノウハウを準用できると考えるべ
きである。

１３）純資産の額から事業の継続に必要な財産額を控除
等した額。いわゆる内部留保額。

１４）資金の使途につき以下の資金使途制限通知の制約
を受ける。
（1）（局長通知）社会福祉法人が経営する社会福祉

施設における運営費の運用及び指導について
（平成 24年 3月 28日最終改正）

（2）（課長通知）社会福祉法人が経営する社会福祉
施設における運営費の運用及び指導について
（平成 24年 3月 28日最終改正）

（3）特別養護老人ホームにおける繰越金等の取扱
い等について（平成 26年 6月 30日最終改正）

（4）障害者自立支援法の施行に伴う移行時特別積

立金等の取扱いについて（平成 19年 3月 30

日最終改正）
（5）指定障害児入所施設等における障害児入所給

付費等の取扱いについて（平成 24年 8月 20

日最終改正）
（6）「指定障害児入所施設等における障害児入所給

付費等の取扱いについて」の通知の施行につ
いて（平成 24年 8月 20日最終改正）

（7）保育所運営費の経理等について（平成 24年 3

月 30日最終改正）
（8）「保育所運営費の経理等について」の取扱いに

ついて（平成 24年 3月 30日最終改正）
（9）「保育所運営費の経理等について」の運用等に

ついて（平成 24年 3月 30日最終改正）
１５）社会福祉法人会計基準の運用上の取扱い等につい
て（雇児総発 0727第 3号、社援基発 0727第 1号、
障障発 0727第 2号、老総発 0727第 1号）別紙 1，
平成 23年 7月 27日

１６）「機能性」「費用の適正性」「生産性」「安定性」「収
益性」の視点で分析する

１７）全国社会福祉法人経営者協議会の平成 22年度調査
によると、平成 22年 2月 1日現在、全国経営協全会
員法人 6,873法人中、単数施設経営法人は、3,469法
人（50.5％）と過半数を占めている（出所：全国社
会福祉法人経営者協議会平成 22年度調査「小規模社
会福祉法人経営の活性化に向けて」（小規模法人経営
対策プロジェクトチーム検討状況報告））。

１８）例えばエーザイの統合報告書（http : //www.eisai.co.

jp/ir/annual/）参照日：2015年 10月 28日
１９）最新は 2007年版（http : //www.kobe.coop.or.jp/report

/report_top.html）参照日：2015年 10月 28日
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Consideration of the Governance of Social Welfare Corporations
Recommendations for the Reform of

the Social Welfare Corporation System

Yuka Miyake*

ABSTRACT

This paper discusses the purpose, role, and evolution of social welfare corporations, as well
as considering what their function should be. A draft of a proposed amendment to revise part
of the Social Welfare Act in Japan has been submitted to the 189th Diet by the Ministry of
Health, Labour and Welfare. As of the end of November 2015, the draft is under discussion.
Reform of the social welfare corporation system is promoted by the amendments.

Among the aims of the amendments are an improvement in transparency and the strength-
ening of “autonomous management foundations” of social welfare corporations. In addition,
accounting standards establish financial accountability to stakeholders. However, definitions
under the new Social Welfare Act and the new accounting standards may be insufficient for
achieving the purpose of the reform. We need to establish a positive feedback cycle amongst
social welfare corporations, which will contribute to the creation of new social businesses in
the community.

The paper goes on to clarify the current status and issues of social welfare corporations
based on reports that have been published, and recommends new methods which support that
reform.

Key words : Social Welfare Corporation, Social Welfare Act, Accounting Standards for So-
cial Welfare Corporations
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